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  第２ 在外国民の選挙権の行使を制限することの憲法適合性について 

   １ 国民の代表者である議員を選挙によって選定する国民の権利は，国民の国政への参加の

機会を保障する基本的権利として，議会制民主主義の根幹を成すものであり，民主国家に

おいては，一定の年齢に達した国民のすべてに平等に与えられるべきものである。 

     憲法は，前文及び１条において，主権が国民に存することを宣言し，国民は正当に選挙

された国会における代表者を通じて行動すると定めるとともに，４３条１項において，国

会の両議院は全国民を代表する選挙された議員でこれを組織すると定め，１５条１項にお

いて，公務員を選定し，及びこれを罷免することは，国民固有の権利であると定めて，国

民に対し，主権者として，両議院の議員の選挙において投票をすることによって国の政治

に参加することができる権利を保障している。そして，憲法は，同条３項において，公務

員の選挙については，成年者による普通選挙を保障すると定め，さらに，４４条ただし書

において，両議院の議員の選挙人の資格については，人種，信条，性別，社会的身分，門

地，教育，財産又は収入によって差別してはならないと定めている。以上によれば，憲法

は，国民主権の原理に基づき，両議院の議員の選挙において投票をすることによって国の

政治に参加することができる権利を国民に対して固有の権利として保障しており，その趣

旨を確たるものとするため，国民に対して投票をする機会を平等に保障しているものと解

するのが相当である。 

     憲法の以上の趣旨にかんがみれば，自ら選挙の公正を害する行為をした者等の選挙権に

ついて一定の制限をすることは別として，国民の選挙権又はその行使を制限することは原

則として許されず，国民の選挙権又はその行使を制限するためには，そのような制限をす

ることがやむを得ないと認められる事由がなければならないというべきである。そして，

そのような制限をすることなしには選挙の公正を確保しつつ選挙権の行使を認めること

が事実上不能ないし著しく困難であると認められる場合でない限り，上記のやむを得ない

事由があるとはいえず，このような事由なしに国民の選挙権の行使を制限することは，憲

法１５条１項及び３項，４３条１項並びに４４条ただし書に違反するといわざるを得ない。

また，このことは，国が国民の選挙権の行使を可能にするための所要の措置を執らないと

いう不作為によって国民が選挙権を行使することができない場合についても，同様である。 

     在外国民は，選挙人名簿の登録について国内に居住する国民と同様の被登録資格を有し

ないために，そのままでは選挙権を行使することができないが，憲法によって選挙権を保

障されていることに変わりはなく，国には，選挙の公正の確保に留意しつつ，その行使を

現実的に可能にするために所要の措置を執るべき責務があるのであって，選挙の公正を確

保しつつそのような措置を執ることが事実上不能ないし著しく困難であると認められる

場合に限り，当該措置を執らないことについて上記のやむを得ない事由があるというべき

である。 


